
事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和３年９月

令和 2年度

- 1 -

環境審議会運営事業 20290100

環境施策について、審議会を開催し、審議する。

3 生活環境の保全

29 環境に配慮した活動の促進

その他の事務事業  〜

生活環境部 環境政策課

法定事業・任意事業混在

市に事業の一部を見直す裁量あり

環境基本法、府中市環境基本条例

府中市環境基本計画

市の環境施策

市長の諮問に応じて、環境基本計画の策定及び変更に関する事項や、環境の保全に関する施策に関する事項の検討をする際に審議
する。

環境基本法第４４条の規定に基づき、市の環境の保全に関する重要事項を調査し、及び審議するため、市長の附属機関として設置
される。

府中市の良好な環境を保全し、現在及び未来にわたって、安全で快適に住めるまちづくりができるよう、行政だけでなく、府中市
で暮らし、活動するすべての市民や民間団体、事業者などの参加によって、計画が実現されることを目指す。

H31年度実績（Do） H31年度評価（Check） B　現状のまま継続

審議会を３回開催し、延べ３３人参加（委員１５人） 　第２次府中市環境基本計画及び府中市地球温暖化対策地域推進計画の進
捗状況について審議し、報告した。

□ □ □ H31年度評価に基づく見直し（Action）

R 2年度の方向性（Plan）R 2年度の具体的な取組（Plan）

第２次府中市環境基本計画及び府中市地球温暖化対策地域推進計画の着実
な推進を図る。
併せて、第３次計画策定に向け検討する。

第２次府中市環境基本計画及び府中市地球温暖化対策地域推進計画の進捗
状況について審議するとともに、第３次計画策定に向けた準備に取り組む
。

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） B　現状のまま継続

審議会を３回開催し、延べ３２人参加した（委員１５人） 第２次府中市環境基本計画及び府中市地球温暖化対策地域推進計画の進捗
状況について審議するとともに、第３次計画策定に向け、準備を進めた。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

次期環境基本計画の策定作業を着実に進める。生物多様性地域戦略、地球温暖化対策地域推進計画を内包した次期環境基
本計画の策定を進める。審議会に、生物多様性地域戦略部会と地球温暖化
対策部会を設置する。また、現行計画の進捗状況についても審議する。

環境審議会　４回開催
部会　　　各４回開催

令和 4年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

環境審議会の設置は環境基本条例に規定されたもので、市の
環境に関する計画の進捗管理及び次期計画の策定を市ととも
に進める会議である。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

環境審議会運営事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

①
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

数値の比較や推移で評価すること
がなじまないため、特に指標の設
定は行わない。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

第１次、第２次府中市環境基本計画、府中市地球温暖化対策地域推進計画の策定に向けた審議を重ねた他、計画の進捗状況管理を行った。
・平成２６年１月、第２次府中市環境基本計画を策定
・平成２９年１月、府中市地球温暖化対策地域推進計画の中間見直しを行い、当計画の改定を行った。
・平成３０年１月、府中市におけるスマートエネルギー都市の実現に向けた施策の答申を行った。

第２次府中市環境基本計画及び府中市地球温暖化対策地域推進計画に沿った環境施策を展開するとともに、環境の動向に注視し、適宜修正を図る。
第３次府中市環境基本計画を令和５年度を始期として策定を進める。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

府中市環境審議会の設置は、府中市環境基本条例に規定されたものである
。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

660,000 660,000 660,000 990,000 15,258,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 11,400,000 0

660,000 660,000 660,000 990,000 3,858,000 0

660,000 651,000 660,000 990,000 0 0

407,000 418,000 341,000 330,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

407,000 418,000 341,000 330,000 0 0

61.7% 64.2% 51.7% 33.3% 0.0% 0.0%

0.92 0.92 0.72 0.61

7,067,094 7,223,996 5,783,008 4,720,507

0 0 0 0

0 0 0 0

66,831 61,368 65,623 39,590

7,540,925 7,703,364 6,189,631 5,090,097 0 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

環境審議会運営事業

- 3 -

R 2年度 R 3年度R 2年度 R 3年度

1 01 20 05 05 0740010 環境審議会運営費 990,000 330,000 2,038,000

2 01 20 05 25 0809800 環境基本計画策定費 13,220,000

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 990,000 330,000 15,258,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和３年９月

令和 2年度

- 1 -

環境マネジメントシステム運営事業 20290300

環境マネジメントシステムの運営

3 生活環境の保全

29 環境に配慮した活動の促進

主要な事務事業 平成13年度 〜

生活環境部 環境政策課

法定事業・任意事業混在

市に事業の一部を見直す裁量あり

地球温暖化対策の推進に関する法律

府中市地球温暖化対策地域推進計画

市

▼市職員の環境負荷低減のための行動計画である「府中市職員エコ・アクションプラン」の実施
▼市の環境負荷低減行動をＰＤＣＡサイクルにより推進するための仕組である「環境マネジメントシステム」の管理職及び環境推
進員等を対象とした研修の実施
▼環境マネジメントシステムが適切に運用されいてるか確認する内部監査の実施及び監査委員を務める職員に対する養成研修の実
施
▼国際規格であるＩＳＯ14001の自己適合宣言に係る審査の実施

地球温暖化対策の推進に関する法律において、都道府県及び市町村に対し、国の地球温暖化対策計画に即して、事務及び事業に関
し、温室効果ガスの排出量削減並びに吸収作用の保全及び強化のための措置に関する計画を策定することが規定されている。

市職員が、事務事業に伴う環境負荷を低減するための行動を自ら率先して実行することにより、地球温暖化対策をはじめとする地
球環境保全施策の推進を図る。

H31年度実績（Do） H31年度評価（Check） B　現状のまま継続

ISO14001自己適合宣言に基づき、適正な環境マネジメントシステム運用の
ため、外部施設においては民間事業者に監査委託し、専門的な視点から監
査を実施した。
また、昭島市、調布市、日野市及び府中市の４市相互環境監査マニュアル
に沿った運用を始めた。

ISO14001自己適合宣言に伴い、多くの環境法令に係わる外部施設において
は、専門的な視点から監査を実施し、適正な環境マネジメントシステムの
運用に努めた。
また、４市（昭島市、調布市、日野市及び府中市）において、相互環境監
査の運用を始めた。

□ □ □ H31年度評価に基づく見直し（Action）

R 2年度の方向性（Plan）R 2年度の具体的な取組（Plan）

ISO14001自己適合宣言に基づき、環境マネジメントシステムの確実な運用
を図り、第４次エコ・アクションプランの目標達成に努める。

ISO14001自己適合宣言に基づき、内部監査の徹底、外部施設に対する民間
事業者へ監査委託及び４市の相互環境監査を実施する。

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） B　現状のまま継続

ISO14001自己適合宣言に基づき、適正な環境マネジメントシステム運用の
ため、外部施設においては民間事業者に監査委託し、専門的な視点から監
査を実施した。
昭島市、調布市、日野市及び府中市の４市相互環境監査については新型コ
ロナの影響で書面参加で実施した。

新型コロナウィルス感染拡大防止のため、対面での監査時間の短縮などを
実施したが、自己適合宣言に基づく監査等の業務を行い、システムを適正
に運用した。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

ISO14001自己適合宣言に基づき、環境マネジメントシステムの確実な運用
を図り、第４次エコ・アクションプランの目標達成に努める。

ISO14001自己適合宣言に基づき、内部監査の徹底、外部施設に対する民間
事業者へ監査委託及び４市の相互環境監査を実施する。

令和 4年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

ISO14001に基づく自己適合宣言に伴い、内部監査の徹底、民
間事業者の専門的な視点に基づいた外部監査及び他自治体と
の相互環境監査を行うことにより、適正な環境マネジメント
システムの運用を図っていく。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

環境マネジメントシステム運営事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

① 二酸化炭素排出量
1,145.1

1000t-co2

1,062.6 1,046.1 1,029.6 1,013.1 1,013.1

- - - - 令和 3年度

1,024 997 1,005 - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

二酸化炭素排出量については、平
成２３年３月に策定した府中市地
球温暖化対策地域推進計画におい
て計画期間を令和２（２０２０）
年度までとし目標値を平成２年度
比１５％減としていたが、平成２
９年１月に同計画の見直しを行い
、目標値を平成２５年度比１３％
削減とし計画期間を令和４（２０
２２）年度までとした。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

府中市は、環境マネジメントシステムを確立することにより、環境管理の国際規格であるＩＳＯ１４００１の認証を取得し、コンサルタントのアド
バイスを受けながら、事務作業支援業務を行い、事業の効率化に取り組んでいる。
府中市職員エコ・アクションプランの実施、環境マネジメントシステムの推進員説明会、職員向けの環境研修、内部監査の実施と監査員の養成研修
、ＩＳＯ１４００１の定期・更新審査を適正に行い、環境負荷低減を積極的に実施している。
平成２７年度にＩＳＯ１４００１− ２０１５年規格に基づく改定を行い、平成２８年度に更新審査を受審し、認証を継続した。
・平成２９年度にＩＳＯ１４００１に基づき自己適合宣言を行った。
・平成３０年度に昭島市、調布市、日野市及び府中市が連携し、環境マネジメントシステム及び相互監査等の運用方法について検討を行った。

ＩＳＯ１４００１自己適合宣言に伴い、内部監査の重要性が増すことから、多くの環境法令に関わる外部施設における監査を委託し、専門的な目で
監査を実施することにより、適正な環境マネジメントシステムの運用を図っていく。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

環境マネジメントシステムは、府中市環境基本条例で策定が規定されてい
る府中市環境行動指針の進行状況を管理するものである。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 2

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

1,604,000 6,032,000 3,811,000 2,575,000 2,148,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 4,428,000 0 0 0 0

1,604,000 1,604,000 3,811,000 2,575,000 2,148,000 0

1,664,000 6,032,000 3,299,000 2,575,000 0 0

1,662,336 4,270,212 2,750,000 2,407,240 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 2,667,600 0 0 0 0

1,662,336 1,602,612 2,750,000 2,407,240 0 0

99.9% 70.8% 83.4% 93.5% 0.0% 0.0%

1.11 1.11 0.91 0.75

8,526,603 8,715,909 7,309,079 5,803,902

0 0 0 0

0 0 0 0

80,633 74,042 82,939 48,677

10,269,572 13,060,163 10,142,018 8,259,819 0 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

環境マネジメントシステム運営事業

- 3 -

R 2年度 R 3年度R 2年度 R 3年度

1 01 20 05 25 0810000 環境マネジメントシステム運営費 2,575,000 2,407,240 2,148,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 2,575,000 2,407,240 2,148,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和３年９月

令和 2年度

- 1 -

環境保全活動事業 20290400

環境保全活動センターを中心とし、市民・事業者・行政が一体となった環境啓発事業を実施する

3 生活環境の保全

29 環境に配慮した活動の促進

主要な事務事業 平成23年度 〜

生活環境部 環境政策課

法定事業・任意事業混在

市に事業見直しの裁量あり

環境基本法

府中市環境基本計画、府中市地球温暖化対策地域推進計画

市民・事業者・行政

府中環境まつり、環境啓発標語・ポスターコンクール、環境学習事業（かんきょう塾）の実施、市民ボランティア調査業務委託、
市民酸性雨調査委託、環境保全活動センターの管理・運営

環境啓発活動が市民や事業者に浸透するよう、環境保全活動センターを拠点として、環境保全に関する学習の機会並びに交流及び
活動の場を提供し、市民等が行う環境保全活動を支援し、広めていくことが求められている。

環境保全に関する適切な情報の提供や交流を行うことにより、市民一人ひとりが環境に対して高い意識を持ち、積極的に環境に配
慮した行動を実践する。

H31年度実績（Do） H31年度評価（Check） B　現状のまま継続

・環境啓発ポスターコンクール　応募作品数　３８６点
・環境学習事業（かんきょう塾）７回　２６７人参加
・環境学習事業（単発講座）　５回　５８０人参加
・市民ボランティア調査（田んぼの学校/大気汚染調査/西府町湧水水量及
び水質調査/西府崖線の生態系調査）２６回　３９４人参加
・環境保全活動センターサポーター　７６人　１４団体

・各事業において当初の計画に基づき事業を展開した。
・環境保全活動センターを中心に講座等の事業を実施した。
・環境保全活動センターの今後の運営について、検討調整会で協議を継続
した。

□ □ □ H31年度評価に基づく見直し（Action）

R 2年度の方向性（Plan）R 2年度の具体的な取組（Plan）

・各種事業において当初の計画に基づき事業を展開する。
・環境保全活動センターを中心に講座等の事業を実施する。
・環境保全活動センターの機能拡充に向け、その位置付けや方向性、体制
の整備を進める。

・環境啓発ポスターコンクール、環境学習事業等の実施。
・市民ボランティア調査業務委託、企業やボランティア、行政による事業
の実施。
・環境保全活動センターの今後の運営に係わる方向性、体制については検
討調整会での協議を継続する。

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） B　現状のまま継続

・環境啓発ポスターコンクール　応募作品数　８３点
・環境学習事業（かんきょう塾）５回　８２人参加
・環境学習事業（単発講座）２回　４９人参加
・市民ボランティア調査（田んぼの学校/大気汚染調査/西府町湧水水量及
び水質調査/西府崖線の生態系調査）１８回　６５人参加
・環境保全活動センターサポーター　７８人

・各事業については、感染症予防のため大半が中止となっている。
・環境保全活動センターの今後の拠点となる施設、運営、あり方などを検
討調整会で協議し、あり方検討資料要望書をまとめた。法人化について具
体的な検討をはじめた。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

・感染症予防の影響に対応しつつ各種事業を展開する。
・環境保全活動センターを中心に講座等の事業を実施する。
・環境保全活動センターの維持・機能拡充に向け、その位置付けや方向性
、体制や拠点としての整備を具体的に進める。

・環境啓発ポスターコンクール、環境学習事業等の実施。
・市民ボランティア調査業務委託、企業やボランティア、行政による事業
の実施。
・環境保全活動センターの今後の拠点となる施設、運営、あり方について
検討調整会で協議した結果に基づき、具体的に出来るところから実現させ
ていく。

令和 4年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

A

環境保全活動センターについては、令和４年度末には現在の
事務室がなくなることから、環境基本計画にある環境パート
ナーシップの構築や、市民、事業者、行政の協働や活動の場
としての拠点など、主要な柱が機能しなくなる状況である。
検討調整会ではこれらの対応について検討し、市への報告を
行うところであったが、感染症予防のため市と日程の調整が
できず、先の見通しができていないことから、今後の計画危
ぶまれている。早急な対策を行い令和５年度以降の見通しを
付けることが必要である。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

環境保全活動事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

① 環境学習講座の実施回数
10

回

10 10 10 10 10

- - - - 令和 3年度

7 7 4 - -

② 環境保全活動センターサポ
ーターの登録人数

71

人

77 83 89 95 95

- - - - 令和 3年度

75 76 78 - -

指標①は、平成２９年度の中間目
標をこの指標の目標値としている
。指標②については、第２次府中
市環境基本計画において令和４年
度に登録人数１００人とすること
を目標値として設定している。な
お、令和２年度については感染症
予防のため講座の半数近くを中止
とし、また、開催しても参加人数
を制限した。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

平成１８年度から「環境フェスタ」を開催し、平成１９年度は「リサイクルフェスタ」との共同開催とした。平成２１年度から「あきかん〜府中エ
コ博」を開催した。平成２４年度からは「環境フェスタ」「グリーンフェスティバル」「リサイクルフェスタ」を統合し、「府中環境まつり」とし
て開催し現在に至る。
平成２３年１２月１日に開設した「環境保全活動センター」は、その運営にあたってはサポーターから選出した運営委員による会議を開催し、他の
サポーターの協力を得て会報、ＨＰ等により情報を発信を行っている。また、平成２４年度から、企業・市民の協力を得て「クール・エコの集い」
を開催するなど、活動の拡大を図った。
平成１３年度から環境学習講座を実施するほか、ＮＰＯ団体や東京農工大学への委託による環境調査を実施し、結果を「府中の環境」で公表した。

環境保全活動センターの広報活動を更に充実することで、環境保全活動事業の拠点・窓口として、市民・事業者への周知を図るとともに、環境保全
活動センターサポーターとの連携を図り、センター事業の拡充を図る必要がある。
環境学習講座の周知方法等に工夫をし、市民の参加者を増加させる必要がある。また、活動センターの運営、体制等の見直しと再構築に向けた検討
成果を基に具体的に進めていく。
また現在、拠点としている場所は令和４年度末で使用できなくなるが、次の移転先が見つかっていない。このことは、環境保全活動センターの重要
な機能である市民、事業者、学校等への環境学習、交流、活動の場の提供が難しくなり、環境パートナーシップの構築も難しい状況になってしまう
。よって、拠点となる移転先の確保が最大の課題である。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

市民・事業者・行政が一体となって推進すべき事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 1

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

4,775,000 5,170,000 5,937,000 5,176,000 5,485,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 69,000 64,000 0 0

0 0 0 0 0 0

1,020,000 1,020,000 1,020,000 1,020,000 1,020,000 0

3,755,000 4,150,000 4,848,000 4,092,000 4,465,000 0

4,775,000 5,170,000 5,937,000 5,176,000 0 0

4,540,638 4,832,114 5,656,108 2,343,448 0 0

0 0 0 0 0 0

0 75,000 63,000 45,500 0 0

0 0 0 0 0 0

1,020,000 1,020,000 1,020,000 515,900 0 0

3,520,638 3,737,114 4,573,108 1,782,048 0 0

95.1% 93.5% 95.3% 45.3% 0.0% 0.0%

2.11 2.11 1.91 1.75

16,208,227 16,568,079 15,341,034 13,542,438

0 0 0 0

0 0 0 0

153,276 140,747 174,083 113,580

20,902,141 21,540,940 21,171,225 15,999,466 0 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

環境保全活動事業

- 3 -

R 2年度 R 3年度R 2年度 R 3年度

1 01 20 05 25 0810300 環境保全活動センター検討調整会運営費 326,000 220,628 290,000

2 01 20 05 25 0810500 環境保全活動事業費 4,850,000 2,122,820 5,195,000

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 5,176,000 2,343,448 5,485,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和３年９月

令和 2年度

- 1 -

地球温暖化対策事業 20290500

府中市地球温暖化対策地域推進計画の推進、環境に配慮した住宅設備の設置の助成

3 生活環境の保全

29 環境に配慮した活動の促進

主要な事務事業 平成23年度 〜

生活環境部 環境政策課

法定事業・任意事業混在

市に事業の一部を見直す裁量あり

環境基本法、地球温暖化対策推進法

府中市環境基本計画

市民、事業者、行政

▼「府中市地球温暖化対策推進計画」は２０１１年度から２０２０年度を計画期間としていたが、２０１６年度に中間見直しを実
施し、計画終了年度を第２次環境基本計画に合せて、２０２２年度までとする
▼２０１１年７月２６日に締結した長野県佐久穂町との協定に基づき、佐久穂町の町有林を間伐することによりに二酸化炭素の吸
収量を増やし、府中市から排出される二酸化炭素排出量を相殺する「カーボンオフセット事業」の実施
▼小・中学生を対象にした森林間伐体験学習、姉妹都市交流事業の実施（ ７月）
▼個人住宅の環境に配慮した住宅設備の設置費用の一部を助成する「エコハウス設備設置助成事業」の実施
▼市が主催する環境まつりやクール・エコの集い等、各種環境イベントでのＰＲ

地球温暖化の進行は生活環境に大きな影響を及ぼすおそれがあり、本市でも地球温暖化対策をさらに推進する必要性があることか
ら、地方公共団体実行計画（区域施策）を策定した。その一環として自然エネルギーの利活用促進のため、助成制度を推進する。

地域の特性を生かした効果的な施策の推進及び市民への普及啓発を図ることにより、市民、事業者、行政が一体となった持続的発
展が可能な低炭素社会の構築を目指す。

H31年度実績（Do） H31年度評価（Check） B　現状のまま継続

・森林整備　２１．０１ha、１４．６ｔ-ＣＯ2／年
・森林間伐体験事業　１泊２日　６０人
・太陽光発電システム　４０件／太陽熱高度利用システム　２件
・家庭用蓄電池システム　　５２件
・二酸化炭素冷媒ヒートポンプ給湯器　１５件
・家庭用燃料電池コージェネレーションシステム　５１件
・雨水浸透施設　４件／既設窓の断熱改修　２３件

カーボンオフセット事業は佐久穂町森林整備事業計画に基づき実施した。
エコハウス設備設置助成事業については市の単独事業となっているため、
補助金や交付金の要望を継続して行った。また、同事業の内容についても
、精査を行った。

□ □ □ H31年度評価に基づく見直し（Action）

R 2年度の方向性（Plan）R 2年度の具体的な取組（Plan）

・エコハウス設備設置助成事業の事業内容について精査を行う。
・学校施設等をはじめ公共施設の改修及び建替え時に環境設備を取り入れ
ていくよう関係機関に依頼及び協力等を行っていく。

・エコハウス設備設置助成事業助成事業については、平成３１年度から対
象とした家庭用蓄電池システム及び既設窓の断熱改修を継続し、既存の対
象設備とともに事業を推進し、ＣＯ2削減に努めていく。
・家庭向けＬＥＤ照明等導入補助金を継続する。

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） B　現状のまま継続

・森林整備　２１．７０ha、１４．７ｔ-ＣＯ2／年
・森林間伐体験事業　１泊２日　（中止）
・太陽光発電システム　４３件
・家庭用蓄電池システム　　５９件
・二酸化炭素冷媒ヒートポンプ給湯器　１１件
・家庭用燃料電池コージェネレーションシステム　４７件
・雨水貯留槽　１件／既設窓の断熱改修　２０件

カーボンオフセット事業は佐久穂町森林整備事業計画に基づき実施した。
エコハウス設備設置助成事業については継続して実施したが、年度途中で
予算額に達した。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

温暖化対策事業の着実な進行とともに、２０５０カーボンニュートラルの
実現に向けた新たな展開について、動向を注視していく。

・エコハウス設備設置助成事業助成事業については、平成３１年度から対
象とした家庭用蓄電池システム及び既設窓の断熱改修を含め、補助事業を
推進し、ＣＯ2削減に努めていく。
カーボンオフセットも継続する。

令和 4年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

3

地球温暖化対策は世界的に注目度が高くなっており、国も２
０５０カーボンニュートラルを掲げている。今後、国や都に
おいて、新たな施策展開が考えられるので、本市としてもカ
ーボンオフセット事業やエコハウス設備設置助成など既存の
事業を進めるとともに、更なる展開を検討する必要がある。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

地球温暖化対策事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

① 森林ＣＯ２吸収量
18.3

ｔ-CO2/年

18.3 18.3 18.3 18.3 -

- - - - -

18.3 14.6 14.7 - -

② 植林面積
20

ｈａ

20 20 20 20 20

- - - - 令和 3年度

21.6 21.01 20.7 - -

実績値については、姉妹都市であ
る長野県佐久穂町の町有林の整備
計画に基づくものであり、順調に
推進していると考える。なお、平
成３０年度より佐久穂町の町有林
の整備状況等から事業内容が間伐
から植林へと変更を行っている。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

姉妹都市長野県佐久穂町との間に、平成２３年７月に、平成２７年度までの５年間を期間として「府中市と佐久穂町との地球環境保全のための連携
に関する協定」を締結し、ごみ有料袋の焼却をはじめとする市民生活から排出される二酸化炭素相当量の一部を、佐久穂町の森林整備を実施するこ
とで相殺させるカーボンオフセットを実施している。実施にあたっては、長野県「森の里親促進事業」の趣旨に則り、二酸化炭素の吸収量を増加さ
せるとともに、住民相互が自然に親しみ体験する機会を確保した。
平成１７年度から、地球温暖化防止対策の一環として、再生可能エネルギーの導入促進及び省エネルギーを推進するため、環境に配慮した住宅設備
の設置に要する費用の一部を助成している。
令和２年度までの累計で、約３，７１５，０４６ｔの二酸化炭素削減が図られたと考えられる。

再生可能エネルギーの導入による電力の平準化及び更なる温室効果ガスの削減を推進する必要がある。
地球温暖化対策地域推進計画の中間見直しに掲げる、スマートエネルギー都市の構築の実現に向け、具体的施策の検討が必要である。
エコハウス設備設置補助金は平成３０年度より「家庭用蓄電池システム」及び「既設窓の断熱改修」を対象設備として追加しており、今後もＣＯ2
削減に努めていく。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

地球温暖化防止のため、温室効果ガスの削減、再生可能エネルギーの導入
促進及び省エネルギーの推進は、率先して取り組むべきものである。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

19,131,000 20,116,000 20,347,000 20,883,000 18,159,000 0

35,000 28,000 33,000 33,000 0 0

131,000 1,631,000 1,629,000 1,557,000 191,000 0

0 0 0 0 0 0

371,000 1,571,000 1,567,000 1,464,000 364,000 0

18,594,000 16,886,000 17,118,000 17,829,000 17,604,000 0

26,400,000 20,120,000 20,353,000 20,883,000 0 0

22,315,892 17,862,960 20,066,945 18,765,646 0 0

21,000 16,000 41,000 0 0 0

7,173,947 1,536,537 1,454,500 1,357,910 0 0

0 0 0 0 0 0

338,000 1,547,000 1,360,000 1,213,700 0 0

14,782,945 14,763,423 17,211,445 16,194,036 0 0

84.5% 88.8% 98.6% 89.9% 0.0% 0.0%

1.31 1.31 1.11 1.00

10,062,927 10,286,343 8,915,470 7,738,536

0 0 0 0

0 0 0 0

95,161 87,383 101,169 64,902

32,473,980 28,236,686 29,083,584 26,569,084 0 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

地球温暖化対策事業

- 3 -

R 2年度 R 3年度R 2年度 R 3年度

1 01 20 05 25 0814500 カーボンオフセット事業費 2,147,000 218,646 2,159,000

2 01 20 05 25 0814550 負担金　佐久穂町森林整備費 3,500,000 3,500,000 3,500,000

3 01 20 05 25 0816000 補助金　エコハウス設備設置助成事業費 12,500,000 12,338,000 12,500,000

4 01 20 05 25 0816100 補助金　家庭向けＬＥＤ普及促進事業費 2,736,000 2,709,000

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 20,883,000 18,765,646 18,159,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和３年９月

令和 2年度

- 1 -

専用水道等衛生対策事業 20290600

専用水道等の衛生管理の事務事業

3 生活環境の保全

29 環境に配慮した活動の促進

その他の事務事業 平成25年度 〜

福祉保健部 健康推進課

法定事業

市に事業を見直す裁量はない

地域主権推進一括法　　水道法　　地方自治法

府中市内の専用水道及び簡易専用水道に関する事務、小規模貯水槽水道等及び飲用に供する井戸等の衛生管理に関する事務に相当
する事務

専用水道及び簡易専用水道、小規模貯水槽水道等及び飲用に供する井戸等に関する立入検査、水質検査、報告の徴収などの東京都
福祉保健局所管の保健所で行っている業務

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進をはかるための関係法律の整備に関する法律の施行に伴い、水道法等の改正が
行われたことにより、地方自治法第２５２条の１４の規定に基づき、専用水道事務等を東京都へ委託することとなった。

効率的な行政運営の継続及び特別区や保健所設置市との衛生水準の均衡が維持されることから、東京都福祉保健局へ事務委託する
。

H31年度実績（Do） H31年度評価（Check） B　現状のまま継続

○専用水道事務　
○簡易専用水道事務
○小規模貯水槽水道等の衛生管理事務
○飲用に供する井戸等の衛生管理事務

当初計画通り事業を実施した

□ □ □ H31年度評価に基づく見直し（Action）

R 2年度の方向性（Plan）R 2年度の具体的な取組（Plan）

引き続き専用水道等衛生対策事業の事務委託をし、東京都との連携に努め
る。

○専用水道事務　
○簡易専用水道事務
○小規模貯水槽水道等の衛生管理事務
○飲用に供する井戸等の衛生管理事務

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） B　現状のまま継続

○専用水道事務　
○簡易専用水道事務
○小規模貯水槽水道等の衛生管理事務
○飲用に供する井戸等の衛生管理事務

当初計画通り事業を実施した

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

引き続き専用水道等衛生対策事業の事務委託をし、東京都との連携に努め
る。

○専用水道事務　
○簡易専用水道事務
○小規模貯水槽水道等の衛生管理事務
○飲用に供する井戸等の衛生管理事務

令和 4年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

2

引き続き専用水道等衛生対策事業の事務委託をし、東京都と
の連携に努める。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

専用水道等衛生対策事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

①
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

数値の比較や推移で評価すること
がなじまないため、特に指標の設
定は行わない。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

平成２５年度より地方自治法第２５２条の１４に基づき、府中市専用水道等の事務委託に関する規約により、専用水道等の管理及び執行を東京都に
委託している。

地方自治法第２５２条の１４の規定に基づき、府中市専用水道等の事務委託に関する規約により、専用水道等の管理及び執行を引続き東京都に委託
する。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

市実施にあたっては、東京都及び都へ委託している三多摩各市との事務委
託に関して調整を要する。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

5,405,000 4,091,000 4,005,000 4,008,000 4,821,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

5,405,000 4,091,000 4,005,000 4,008,000 4,821,000 0

5,405,000 4,091,000 4,005,000 4,008,000 0 0

4,325,372 3,144,834 3,310,154 3,260,252 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

4,325,372 3,144,834 3,310,154 3,260,252 0 0

80.0% 76.9% 82.7% 81.3% 0.0% 0.0%

0.02 0.02 0.00 0.00

153,632 157,043 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

6,247 6,003 0 0

4,485,251 3,307,880 3,310,154 3,260,252 0 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

専用水道等衛生対策事業

- 3 -

R 2年度 R 3年度R 2年度 R 3年度

1 01 20 05 20 0999900 専用水道等衛生対策事務費 4,008,000 3,260,252 4,821,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 4,008,000 3,260,252 4,821,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和３年９月

令和 2年度

- 1 -

環境美化推進事業 20300100

市民と事業者との連携協働により、美化活動推進と美化意識の啓発を行う。

3 生活環境の保全

30 まちの環境美化の推進

主要な事務事業  〜

生活環境部 環境政策課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

府中市まちの環境美化条例

市民、事業主、土地所有者、通勤・通学者

　協定団体や地域住民と協働して、定期的な美化活動を実施することで、市民や通勤・通学者の美化意識の向上を図り、良好で快
適な環境づくりを推進していく。
▼府中駅、府中本町駅、東府中駅、中河原駅、分梅河原駅の５駅の周辺を美化推進地区とし、団体と美化協定の締結を進めながら
、毎月２０日に実施する環境美化の日キャンペーンや喫煙禁止パトロールなどの定期的な美化活動及び啓発活動を実施する。
▼市内の違法屋外広告物の撤去を行う。また、団体や企業が地域全体を清掃する自主清掃に対して、ごみ袋の供与やごみの回収の
支援する。

少なからずある空き缶やたばこのポイ捨てがされている。

市民、事業者等のまちの環境美化に対する意識、マナーを向上させ、本市がいつまでも過ごしやすく美しいまちにする。

H31年度実績（Do） H31年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼美化協定締結団体　52団体、地域美化協定員96人
▼自主清掃活動参加者　5,015人
▼環境事業等（「地域安全・環境美化の日」関係）参加者　1,428人
▼啓発表示（路面表示シート）の貼替・貼付　85枚
▼喫煙禁止路線パトロールの実施　247日
▼違反屋外広告物の除却　9,180枚

▼府中駅周辺の環境美化啓発活動（原則毎月20日）は、継続的な実施の効
果として、地域の活動として定着してきている。
▼その他、自主清掃活動等自主的な市民の取組みへの波及効果や、喫煙禁
止路線パトロール等市からの注意喚起として、多くの市民の方に環境美化
意識を持って活動していただいている。

□ □ □ H31年度評価に基づく見直し（Action）

R 2年度の方向性（Plan）R 2年度の具体的な取組（Plan）

▼環境事業等を市民との協働で実施し、環境美化の意識を地域に根付かせ
、市民が自主的な取組みを推進し得る環境を整備する。
▼美化協定の締結団体、自主清掃活動利用団体の増加を目的に、市が主催
する環境事業等の機会を通じて、市における取組みの周知を図っていく。
▼路面表示シートによる啓発や、喫煙禁止路線におけるパトロールを引き
続き行い、市民の環境美化意識の向上を図っていく。

▼美化協定締結団体の選定
▼自主清掃活動を行う市民の支援
▼環境事業等の実施
▼啓発表示（路面表示シート）
▼喫煙禁止路線におけるパトロール（委託）
▼違反屋外広告物の除却

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼美化協定締結団体　52団体、地域美化協定員90人
▼自主清掃活動参加者　3,287人
▼環境事業等（「地域安全・環境美化の日」関係）参加者　714人
▼けやき並木通り清掃作業　277日
▼啓発表示（路面表示シート）の貼替・貼付　48枚
▼喫煙禁止路線パトロールの実施　208日

▼府中駅周辺の環境美化啓発活動（原則毎月20日）は、継続的な実施の効
果として、地域の活動として定着してきている。
▼新型コロナウイルス感染症対策のため清掃活動の縮小があったが、その
他、自主清掃活動等自主的な市民の取組みへの波及効果や、喫煙禁止路線
パトロール等市からの注意喚起として、多くの市民の方に環境美化意識を
持って活動していただいている。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

▼環境事業等を市民との協働で実施し、環境美化の意識を地域に根付かせ
、市民が自主的な取組みを推進し得る環境を整備する。
▼美化協定の締結団体、自主清掃活動利用団体の増加を目的に、市が主催
する環境事業等の機会を通じて、市における取組みの周知を図っていく。
▼路面表示シートによる啓発や、喫煙禁止路線におけるパトロールを引き
続き行い、市民の環境美化意識の向上を図っていく。

▼美化協定締結団体の選定
▼自主清掃活動を行う市民の支援
▼環境事業等の実施
▼啓発表示（路面表示シート）
▼喫煙禁止路線におけるパトロール（委託）

令和 4年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

美化意識、喫煙マナーの向上に資する取組みであるため、継
続して行うことが必要となる。引き続き、各制度等の精査を
進め、効果的かつ効率的な事業実施を検討していく。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

環境美化推進事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

① 自主清掃参加者数
7,463

人数

7,700 7,900 8,100 8,300 8,300

- - - - 令和 3年度

7,963 5,015 3,287 - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

多くの市民に、環境美化の意識を
もって活動していただいている。
平成31年度は落葉の時期の天候不
順、令和２年度は新型コロナウイ
ルス感染防止のため自主清掃を中
止する団体があった。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

▼平成16年度に施行した「府中市まちの環境美化条例」に基づき、自治会・商店会・企業等と美化協定を締結した。締結団体数を増やすことで、よ
り広範囲における環境美化活動が可能となっていった。
▼府中駅周辺地区及び中河原駅周辺地区において、年１〜２回の「美化協力員連絡会」を開催し、今後の美化活動についての検討、意見・情報交換
等を行った。
▼自治会・商店会・企業等、及びむさし府中青年会議所との協働で、環境事業等を環境美化推進地区にて実施した。
▼違反屋外広告物の除去は、令和２年度より建築指導課へ事務移管。

▼「環境美化推進地区」における自治会・商店会・企業等との連携（美化協定締結の推進など）、「美化協力員連絡会」の定期開催による地域との
情報共有、環境事業等の実施・ＰＲとなど、協働の手法を活用した取組みを推進する。
▼これまでの事業は継続したうえで、人通りの多い「けやき並木通り」におけるごみのポイ捨て・路上喫煙禁止の指導啓発を重点的に実施していく
。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

本市の美化に関することであり、市として市民の協働により実現していく
ものである。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

10,464,000 10,157,000 9,917,000 21,888,000 22,081,000 0

0 0 0 0 0 0

1,453,000 1,679,000 1,714,000 0 7,491,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

9,011,000 8,478,000 8,203,000 21,888,000 14,590,000 0

10,464,000 10,157,000 9,908,000 16,806,000 0 0

10,329,561 9,866,067 9,184,120 15,476,785 0 0

0 0 0 0 0 0

1,647,278 1,643,760 1,658,461 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

8,682,283 8,222,307 7,525,659 15,476,785 0 0

98.7% 97.1% 92.7% 92.1% 0.0% 0.0%

0.96 1.26 1.26 1.21

7,374,359 9,893,734 10,120,263 9,363,629

0 0 0 0

0 0 0 0

69,737 84,048 114,840 78,532

17,773,657 19,843,849 19,419,223 24,918,946 0 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

環境美化推進事業

- 3 -

R 2年度 R 3年度R 2年度 R 3年度

1 01 20 05 05 0740020 環境美化推進委員会運営費 132,000 0 132,000

2 01 20 05 20 0802000 まちの環境美化推進事業費 21,756,000 15,476,785 21,949,000

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 21,888,000 15,476,785 22,081,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和３年９月

令和 2年度

- 1 -

害虫等駆除対策事業 20300200

危険害虫及び不快環境獣等の駆除・捕獲などによる市民の安全な生活環境保全事業

3 生活環境の保全

30 まちの環境美化の推進

その他の事務事業  〜

生活環境部 環境政策課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

府中市ハチ類の駆除に関する要綱

市民（事業所及び賃貸住宅、分譲マンションの共有部分を除く）

個人住宅・及び敷地内に作られたスズメバチの巣の駆除、家屋内に侵入したヘビ・住環境獣の捕獲等につき、業者に委託して実施
をしている。
樹木害虫駆除等のための器具貸出を実施。
また、市民からの害虫等の相談を受け、駆除方法等の案内をする。

例年、多くの害虫等に関する相談が寄せられるなか、スズメバチ、住環境獣は市民の自主駆除は困難である。また、市民の害虫の
自主駆除等ができるように物的、及び情報の支援をする必要がある。

人体に危険を及ぼす害虫や生活に支障をきたす住環境獣を排除し、市民の安全で快適な生活を確保する。

H31年度実績（Do） H31年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼衛生害虫
・ハチ類駆除　127件
・衛生害虫等に関する相談287件
▼害獣（主にアライグマ・ハクビシン）
・捕獲、駆除　55件
▼簡易噴霧器、高枝切鋏貸出　161件

住環境の害虫獣（「衛生害虫」＝スズメバチ・蚊など、「害獣」＝外来種
移入種のアライグマ・ハクビシンなど）対策を実施し、市民の良好な住環
境の保全に努めた。

□ □ □ H31年度評価に基づく見直し（Action）

R 2年度の方向性（Plan）R 2年度の具体的な取組（Plan）

▼「公益社団法人東京都ペストコントロール協会」等と連携し、住環境の
害虫獣対策を実施する。
▼特に「害獣」対策は、参画している「東京都アライグマ・ハクビシン防
除実施計画」に即し、東京都や周辺自治体との連携を進める。

▼衛生害虫
・ハチ類駆除
・衛生害虫等に関する相談
▼害獣（主にアライグマ・ハクビシン）
・捕獲、駆除
▼簡易噴霧器、高枝切鋏貸出

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼衛生害虫
・ハチ類駆除　169件
・衛生害虫等に関する相談319件
▼害獣（主にアライグマ・ハクビシン）
・捕獲、駆除　37件（箱わな設置等実施件数）
▼簡易噴霧器、高枝切鋏貸出　140件

住環境の害虫獣（「衛生害虫」＝スズメバチ・蚊など、「害獣」＝外来種
移入種のアライグマ・ハクビシンなど）対策を実施し、市民の良好な住環
境の保全に努めた。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

▼「公益社団法人東京都ペストコントロール協会」等と連携し、住環境の
害虫獣対策を実施する。
▼特に「害獣」対策は、参画している「東京都アライグマ・ハクビシン防
除実施計画」に即し、東京都や周辺自治体との連携を進める。

▼衛生害虫
・ハチ類駆除
・衛生害虫等に関する相談
▼害獣（主にアライグマ・ハクビシン）
・捕獲、駆除
▼簡易噴霧器、高枝切鋏貸出

令和 4年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

対策を進めて住環境の害虫獣に起因する問題の減少に努め、
市民の良好な住環境を保全する。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

害虫等駆除対策事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

①
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

数値の比較や推移で評価すること
がなじまないため、特に指標の設
定は行わない。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

▼住環境の害虫獣対策（「衛生害虫」対策として個人の住宅及び敷地内に作られたスズメバチの巣の駆除、「害獣」対策として家屋内に侵入したア
ライグマ・ハクビシン等の捕獲駆除・追い出しなど）を行うことで、市民の良好な住環境の保全に努めた。さらに、研修等の機会を活用して職員の
知識を高め、市民から寄せられる相談に対応した。
▼市民が自分で駆除できる樹木害虫駆除等のため、器具貸出しを行った。

▼日々変化する自然環境の中で課題となる住環境の害虫獣問題について、適切な施策を講じることができるよう職員が知見を深める必要がある。そ
して、深めた知見に基づき、東京都等との連携により効果的・効率的な施策を講じていく。
▼特に「害獣」であるアライグマ・ハクビシンについては、繁殖や民家侵入ケースの増加による相談の件数が年々増えてきており、家屋等からの追
い出しで解決しないものは、参画している「東京都アライグマ・ハクビシン防除実施計画」に即し、捕獲駆除による対策を実施していく。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

市民生活に直接影響がある事項に関する事業であるため。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

1,861,000 1,768,000 2,195,000 1,998,000 1,703,000 0

0 0 0 0 0 0

64,000 64,000 0 476,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

1,797,000 1,704,000 2,195,000 1,522,000 1,703,000 0

1,861,000 1,815,000 2,195,000 1,998,000 0 0

1,828,332 1,416,652 1,012,719 1,198,091 0 0

0 0 0 0 0 0

104,000 212,000 205,000 316,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

1,724,332 1,204,652 807,719 882,091 0 0

98.2% 78.1% 46.1% 60.0% 0.0% 0.0%

0.90 1.20 1.20 1.20

6,913,462 9,422,604 9,638,346 9,286,243

0 0 0 0

0 0 0 0

65,378 80,045 109,372 77,882

8,807,172 10,919,301 10,760,437 10,562,216 0 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

害虫等駆除対策事業

- 3 -

R 2年度 R 3年度R 2年度 R 3年度

1 01 20 05 20 0799000 屋外害虫等駆除対策費 1,998,000 1,198,091 1,703,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 1,998,000 1,198,091 1,703,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和３年９月

令和 2年度

- 1 -

空き家・空き地等対策事業 20300300

空き地及び空き家の適正管理を指導し、周辺地域住民の生活環境の悪化を防止する。

3 生活環境の保全

30 まちの環境美化の推進

主要な事務事業  〜

生活環境部 環境政策課

法定事業・任意事業混在

市に事業の一部を見直す裁量あり

空家等対策の推進に関する特別措置法、府中市空き地等の適正な管理に関する指導要綱

空き地及び空き家の所有者・管理者

担当職員による現地調査、また、地域からの相談等を受けて、市内の空き地及び空き家に係る状況把握を行い、適正に管理がなさ
れてないものについて、所有者又は管理者に対し管理指導の通達を行う。

市内に点在する空き地・及び空き家について、管理が不十分であるために荒廃し、近隣の住環境に悪影響を及ぼすことがあり、対
策を要するため。

不適正管理に起因する雑草繁茂等による地域住民の生活環境の悪化、火災及び犯罪の発生を防ぐ。

H31年度実績（Do） H31年度評価（Check） A　重点化・拡大して継続

▼職員による「空き地・空き家調査」を実施。
▼【空き地】調査結果に伴い、通達等による管理者指導を実施。調査対象
空き地は33.951.82㎡。
▼【空き家】通達等により管理者指導を実施。空き家件数は、４月１日現
在104件、相談件数26件、解決件数24件、３月末現在106件。
▼「府中市空家等対策協議会」３回開催（うち検討部会２回）。特定空家
９件を認定。

▼【空き地】通達等による管理者指導により、対象空き地のうち整備済が
29,112.68㎡、整備率85.75％となった。
▼【空き家】新たに把握した改善が必要な空き家も含め、管理者に指導を
実施。「府中市空家等対策計画」に基づき、特定空家等の認定及び指導・
助言に係る協議を行った。

□ □ □ H31年度評価に基づく見直し（Action）

R 2年度の方向性（Plan）R 2年度の具体的な取組（Plan）

▼「空き地・空き家」問題に係る、関係課の連携を強化し、市民の安全な
生活環境を全庁的な体制をもって保全する。
▼「空家等対策の推進に関する特別措置法」の施行を受けた、国や都、近
隣市等の動向を注視し、府中市の特性を踏まえた体制整備を行う。

▼職員による「空き地・空き家調査」を実施する。
▼【空き地】調査結果に伴い、通達等による管理者指導を行う。
▼【空き家】日々の調査結果や新たな相談を受け、通達等により管理者指
導を行う。
▼「府中市空家等対策協議会」の開催。

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） A　重点化・拡大して継続

▼職員による空き家調査を実施し、また、空き地に関する情報の把握に努
めた。
▼【空き地】適正管理に資するための情報を整理し、通達等による管理者
指導を行った。対象の空き地は34,457.06㎡。
▼【空き家】通達等により管理者指導を実施。空き家件数は、４月１日現
在106件、相談件数49件、解決件数45件、３月末現在110件。
▼「府中市空家等対策協議会」３回開催。

▼【空き地】通達等による管理者指導により、対象空き地のうち整備済が
29,229.29㎡、整備率84.83％となった。
▼【空き家】新たに把握した改善が必要な空き家も含め、管理者に指導を
実施。「府中市空家等対策計画」に基づき、特定空家等の認定及び指導・
助言に係る協議を行った。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

▼「空き地・空き家」問題に係る、関係課の連携を強化し、市民の安全な
生活環境を全庁的な体制をもって保全する。
▼「空家等対策の推進に関する特別措置法」の施行を受けた、国や都、近
隣市等の動向を注視し、府中市の特性を踏まえた体制整備を行う。

▼職員による空き家調査及び空き地の情報把握に努める。
▼【空き地】適正管理に資するための情報を整理し、文書等による管理者
指導を行う。
▼【空き家】日々の調査結果や新たな相談を受け、通達等により管理者指
導を行う。
▼「府中市空家等対策協議会」４回開催予定。
▼「第２次府中市空家等対策計画」を策定する。

令和 4年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

A

府中市空家等対策協議会で特定空家等の認定に向けた協議を
行い、「府中市空家等対策計画」記載の「措置の実施」に示
す手順に基づき、措置を実施していく。
また、令和４年度に向けて「第２次府中市空家等対策計画」
を策定し、目標として「荒廃した空き家」の減少を目指す。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

空き家・空き地等対策事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

①
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

数値の比較や推移で評価すること
がなじまないため、特に指標の設
定は行わない。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

▼市内に点在している【空き地】の雑草繁茂等、荒廃した【空き家】の実態について、過去の調査結果及び職員による調査、市民からの相談により
把握し、適正管理を怠っている所有者・管理者に対し、文書等により適正な管理の指導を行っている。
▼特に荒廃した【空き家】対策は、「府中市空家等対策協議会」による審議過程において、対策の進展について一定の評価を得ている。
▼しかしながら、社会的な問題意識の向上等により相談件数が増加傾向にあり、抜本的な対策の構築が急務となっている。
▼施行された「空家等対策の推進に関する特別措置法」を踏まえ、「府中市空家等対策協議会」における審議を経て平成29年度内に「空家等対策計
画」を策定した。

▼これまでの取組みにより、特に荒廃した【空き家】対策については「府中市空家等対策協議会」においても一定の評価を得ているが、同問題の抜
本的な解決策とはなっておらず、より一層の所有者・管理者への指導・啓発活動が必要である。
▼今後は、関係部署との連携を強化し全市的な取組みとして対応するとともに、先進事例の研究等を進める。また「府中市空家等対策計画」に基づ
き、問題の抜本的解決に取り組んでいく。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

地域の特性により、事情が異なるため、市が主体となり国や都と連携して
実施していく。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

6,239,000 534,000 543,000 2,122,000 7,794,000 0

0 0 0 0 552,000 0

2,851,000 0 0 0 2,843,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 1,900,000 0

3,388,000 534,000 543,000 2,122,000 2,499,000 0

6,239,000 534,000 543,000 2,122,000 0 0

3,956,822 368,854 415,214 1,338,413 0 0

0 0 0 0 0 0

1,782,000 0 0 143,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

2,174,822 368,854 415,214 1,195,413 0 0

63.4% 69.1% 76.5% 63.1% 0.0% 0.0%

1.12 1.22 1.32 0.76

8,603,419 9,579,647 10,602,181 5,881,287

0 0 0 0

0 0 0 0

81,359 81,379 120,309 49,325

12,641,600 10,029,880 11,137,704 7,269,025 0 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

空き家・空き地等対策事業

- 3 -

R 2年度 R 3年度R 2年度 R 3年度

1 01 20 05 20 0800500 空家等対策協議会運営費 567,000 290,713 718,000

2 01 20 05 20 0800600 空家等対策計画策定費 5,521,000

3 01 20 05 20 0801700 空地・空家等整備指導対策費 1,555,000 1,047,700 1,555,000

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 2,122,000 1,338,413 7,794,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和３年９月

令和 2年度

- 1 -

市民清掃活動事業 20300400

市民・事業者により多摩川河川敷を一斉に清掃する。

3 生活環境の保全

30 まちの環境美化の推進

主要な事務事業 昭和49年度 〜

生活環境部 環境政策課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

府中市まちの環境美化条例

市民、在勤者、ボランティア団体、事業者等

例年4月第2日曜日に多摩川清掃市民運動を実施する。市民事業者が参加し、河川敷の清掃を行う。

自然に親しみながら清掃活動することで多くの市民事業者に参加してもらい、美化の意識啓発とすることが必要なため。

市民のまちの美化意識を高める。

H31年度実績（Do） H31年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼多摩川清掃市民運動の実施
▼事業実施に伴う準備作業及びごみ収集の委託
【実施日時】５月18日（土）午前９時から10時30分まで
【参加者数】3,188人
【ごみ収集量】2.3ｔ
▼「公益社団法人むさし府中青年会議所」との協働により、多摩川かぜの
みちにおける交通安全誘導を実施

▼前年より参加者数が減少したものの、大規模な事業として実施すること
ができたため、定例的な市民参加型事業として定着している。

□ □ □ H31年度評価に基づく見直し（Action）

R 2年度の方向性（Plan）R 2年度の具体的な取組（Plan）

▼事業を継続して実施する。
▼より多くの市民参加を募り、その波及効果として市民全体の美化意識向
上を図るため、事業の周知や安全配慮等を徹底し、市民が参加しやすい事
業計画の精査を進める。

▼多摩川清掃市民運動の実施
▼事業実施に伴う準備作業及びごみ収集の委託
▼「公益社団法人むさし府中青年会議所」との協働により、多摩川かぜの
みちにおける交通安全誘導を実施

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼新型コロナウイルス感染症対策のため令和２年度の多摩川清掃市民運動
を中止した。

▼令和２年度の開催については、平成31年度中に実行委員会により中止が
決定された。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

▼令和４年度の開催に向け、より多くの市民参加を募り、その波及効果と
して市民全体の美化意識向上を図るため、実行委員会をはじめとした関係
機関・団体の協力のもと、事業の周知や安全配慮等を徹底し、市民が参加
しやすい事業計画の精査を進める。

▼令和３年度の多摩川清掃市民運動は、新型コロナウイルス感染症対策の
ため開催を中止した。
▼令和４年度の安全に配慮した多摩川清掃市民運動の開催に向け、実行委
員会を開催する。

令和 4年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

▼令和２年度及び令和３年度の開催が中止となったが、引き
続き平成31年度以前の本事業と同規模の事業内容とする。
▼実行委員会を通じて市民との協働を図り、より市民が主体
となり得る事業へと発展させる。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

市民清掃活動事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

① 多摩川清掃市民運動参加人
数

5,205

人

4,900 5,100 5,300 5,500 5,500

- - - - 令和 3年度

3,744 3,188 0 - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

定例的な市民参加型事業として定
着している。
ただし、令和２年度は、新型コロ
ナウイルス感染症対策のため開催
を中止した。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

▼昭和49年度から多摩川清掃市民運動を実施し、平成31年度には第46回を迎えた。
▼近年では例年4,000人から5,000人に参加いただいており、市民の環境美化の意識啓発となっている。

事業の告知及び交通安全誘導の場面など、実行委員会との協働をより強化し、市民が主体となる事業へと発展させる。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

市民のまちの環境美化意識を啓発するため、市が主体となるべきである。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 3

960,000 932,000 1,118,000 1,060,000 1,157,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

960,000 932,000 1,118,000 1,060,000 1,157,000 0

960,000 932,000 1,118,000 1,060,000 0 0

923,175 931,527 1,055,966 60,573 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

923,175 931,527 1,055,966 60,573 0 0

96.2% 99.9% 94.5% 5.7% 0.0% 0.0%

0.75 0.80 0.80 0.80

5,761,218 6,281,736 6,425,564 6,190,829

0 0 0 0

0 0 0 0

54,482 53,363 72,914 51,922

6,738,875 7,266,626 7,554,444 6,303,324 0 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

市民清掃活動事業

- 3 -

R 2年度 R 3年度R 2年度 R 3年度

1 01 20 05 20 0803000 市民清掃活動事業費 1,060,000 60,573 1,157,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 1,060,000 60,573 1,157,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和３年９月

令和 2年度

- 1 -

環境衛生普及対策事業 20300500

緊急発生した衛生害虫駆除等による快適な生活環境の確保

3 生活環境の保全

30 まちの環境美化の推進

その他の事務事業  〜

生活環境部 環境政策課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

府中市まちの環境美化条例

市民

周辺住民に重篤な環境悪化を及ぼす恐れのある衛生害虫が緊急発生した場合に業者委託により駆除を実施。犬・猫の糞尿被害対策
等看板及び家屋内に浸入したねずみ対策用のパンフレット等の作成配布を行い市民の自主的な対策や防除を促す。

衛生害虫が緊急発生する可能性は常にあり、その対策をあらかじめ講じておく必要がある。また、環境衛生を正常に保つため、市
民の自主性を促す必要がある。

緊急対策を要する場合の害虫駆除の実施や不快害虫などの対策に対する知識・情報の提供により、市民の生活環境の悪化を防ぐ。

H31年度実績（Do） H31年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼犬・猫糞防止対策啓発看板の作成・配布　109枚
▼ポイ捨て禁止等、その他啓発看板配布　72枚
▼啓発用パンフレットの配布

▼啓発看板（犬・猫の糞放置禁止、たばこのポイ捨て禁止）による周知・
啓発、衛生害虫等対策への情報提供により、市民の自主的な対応を促した
。
▼市民自身の行動マナーの向上や、社会全体でマナー向上のための厳しい
監視の目を養うことができている。

□ □ □ H31年度評価に基づく見直し（Action）

R 2年度の方向性（Plan）R 2年度の具体的な取組（Plan）

継続的な啓発看板による周知・啓発、衛生害虫等対策への情報提供により
、市民の自主的な対応を促す。

▼犬・猫糞防止対策啓発看板の作成・配布
▼ポイ捨て禁止等、その他啓発看板配布
▼啓発用パンフレットの配布
▼緊急衛生害虫駆除作業委託

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼犬・猫糞防止対策啓発看板の作成・配布　213枚
▼ポイ捨て禁止等、その他啓発看板配布　146枚
▼啓発用パンフレットの配布

▼啓発看板（犬・猫の糞放置禁止、たばこのポイ捨て禁止）による周知・
啓発、衛生害虫等対策への情報提供により、市民の自主的な対応を促した
。
▼市民自身の行動マナーの向上や、社会全体でマナー向上のための厳しい
監視の目を養うことができている。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

継続的な啓発看板による周知・啓発、衛生害虫等対策への情報提供により
、市民の自主的な対応を促す。

▼犬・猫糞防止対策啓発看板の作成・配布
▼ポイ捨て禁止等、その他啓発看板配布
▼啓発用パンフレットの配布
▼緊急衛生害虫駆除作業委託

令和 4年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

適切な情報提供を進め、市民の自主的な対応やマナー向上を
図り、住環境の保全に資する環境を整備する。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

環境衛生普及対策事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

①
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

数値の比較や推移で評価すること
がなじまないため、特に指標の設
定は行わない。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

▼啓発看板による周知・啓発を図り、市民の自主的な対応を促した。
▼衛生害虫等パンフレットを配布し、市民の自主的な駆除対応等を促した。
▼周辺住民の生活に重大な悪影響を及ぼし、地域環境を悪化させる恐れがあるような衛生害虫等が緊急発生した場合には業者委託により駆除を実施
するが、近年の適用はない。

引き続き、市民のマナー向上を図る。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

市民生活に近い内容であるため、市が、主体的であるべきである。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

228,000 211,000 255,000 261,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

228,000 211,000 255,000 261,000 0 0

228,000 211,000 255,000 277,000 0 0

106,747 102,600 162,254 117,700 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

106,747 102,600 162,254 117,700 0 0

46.8% 48.6% 63.6% 42.5% 0.0% 0.0%

0.56 0.61 0.61 0.60

4,301,709 4,789,824 4,899,493 4,643,122

0 0 0 0

0 0 0 0

40,679 40,689 55,597 38,941

4,449,135 4,933,113 5,117,344 4,799,763 0 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

環境衛生普及対策事業

- 3 -

R 2年度 R 3年度R 2年度 R 3年度

1 01 20 05 20 0804000 環境衛生普及対策費 261,000 117,700

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 261,000 117,700



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和３年９月

令和 2年度

- 1 -

飼い主のいない猫対策事業 20300600

飼い主のいない猫の増加及び被害防止のため、地域ぐるみで実施する対策活動の啓発と支援。

3 生活環境の保全

30 まちの環境美化の推進

その他の事務事業  〜

生活環境部 環境政策課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

府中市飼い主のいない猫の去勢・不妊手術の補助に関する要綱

市民（飼い主のいない猫の対策を考えているボランティア団体や地域住民グループ、自治会など）

猫についての正しい知識を持ってもらうためのセミナー及び地域活動に対する説明会等を実施する。また、飼い主のいない猫不妊
去勢手術用の捕獲器具の貸し出しや、家庭用の猫の忌避器具の貸し出しを実施する。
飼い主のいない猫の増加抑制、減少させるために不妊去勢手術の一部補助を実施する。　

飼い主のいない猫による糞尿の被害や、庭を荒らされるという被害の相談が引き続き寄せられている。

市内全般において苦情の多い、飼い主のいない猫による被害を減少させ、飼い主のいない猫そのものの増加を抑える。また、愛猫
家、嫌描家ともに対策を進められるようにする。

H31年度実績（Do） H31年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼「動物の愛護と管理・飼い主のいない猫対策講座」の開催
参加者数　24人
▼飼い主のいない猫去勢・不妊手術補助金の交付
合計159頭（去勢手術61頭、不妊手術98頭）
▼『府中市「飼い主のいない猫」対策ガイドライン』の周知・啓発

▼講座や協力団体を通じた市民への情報提供等により、市民の理解の向上
を図った。
▼去勢・不妊手術補助金を協力団体に交付することで、飼い主のいない猫
の繁殖を抑制し、地域における環境課題としての猫問題の解決を図った。
▼『府中市「飼い主のいない猫」対策ガイドライン』により、市の考え方
の周知が容易になった。

□ □ □ H31年度評価に基づく見直し（Action）

R 2年度の方向性（Plan）R 2年度の具体的な取組（Plan）

▼地域猫活動を推進し、地域が自主的に、自身の課題として飼い主のいな
い猫問題に取組むための支援を行う。
▼飼い主のいない猫去勢・不妊手術補助金の協力団体と連携し、飼い主の
いない猫の繁殖防止に努める。
▼『府中市「飼い主のいない猫」対策ガイドライン』の周知・啓発を行い
、市・市民・地域・協力団体が連携するための適切な環境整備を行う。

▼「猫問題に関する講演会」の開催
▼飼い主のいない猫去勢・不妊手術補助金の交付
▼『府中市「飼い主のいない猫」対策ガイドライン』の周知・啓発

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼飼い主のいない猫対策講座パネル展の実施
（新型コロナウイルス感染症対策のため、講演会をパネル展に変更した。
）
▼飼い主のいない猫去勢・不妊手術補助金の交付
合計240頭（去勢手術121頭、不妊手術119頭）
▼『府中市「飼い主のいない猫」対策ガイドライン』の周知・啓発

▼講座や協力団体を通じた市民への情報提供等により、市民の理解の向上
を図った。
▼去勢・不妊手術補助金を協力団体に交付することで、飼い主のいない猫
の繁殖を抑制し、地域における環境課題としての猫問題の解決を図った。
▼『府中市「飼い主のいない猫」対策ガイドライン』により、市の考え方
の周知が容易になった。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

▼地域猫活動を推進し、地域が自主的に、自身の課題として飼い主のいな
い猫問題に取組むための支援を行う。
▼飼い主のいない猫去勢・不妊手術補助金の協力団体と連携し、飼い主の
いない猫の繁殖防止に努める。
▼『府中市「飼い主のいない猫」対策ガイドライン』の周知・啓発を行い
、市・市民・地域・協力団体が連携するための適切な環境整備を行う。

▼「猫問題に関する講演会」の開催
▼飼い主のいない猫去勢・不妊手術補助金の交付
▼『府中市「飼い主のいない猫」対策ガイドライン』の周知・啓発

令和 4年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

これまでの取組みを整理しまとめた『府中市「飼い主のいな
い猫」対策ガイドライン』の周知・啓発を行い、市・市民・
地域・協力団体が連携するための適切な環境整備を行う。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

飼い主のいない猫対策事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

①
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

数値の比較や推移で評価すること
がなじまないため、特に指標の設
定は行わない。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

▼これまでに猫問題に関する講演会やパネル展を開催し、飼い主のいない猫のおかれている現状について、動物の愛護の観点も含めて市民周知した
。併せて、協力団体の活動や飼い主のいない猫対策について市民に理解を求め、今後の取り組みの環境整備を進めた。
▼協力団体と連携し猫の去勢・不妊手術を実施することで、むやみな繁殖を防止し、飼い主のいない猫の増加を防ぎ、環境課題としての猫問題の改
善に取り組んだ。
▼市の考え方をまとめた『府中市「飼い主のいない猫」対策ガイドライン』を作成した。

▼「猫問題に関する講演会」その他の機会を活用し、飼い主のいない猫が今後増えないための理解・マナー向上等を市民周知する。
▼協力団体との連携を密にすることで、適切な支援を実施するよう事業の精査を進めるとともに、地域猫活動について、環境課題としての猫問題を
解決するうえで必要な場合は、当該課題地域と連携し実施する。
▼『府中市「飼い主のいない猫」対策ガイドライン』の周知・啓発を行う。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

国や都、市が連携して行くべきであり、より市民と近い市が主体となるべ
きである。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 2

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

3,139,000 2,942,000 2,793,000 2,651,000 2,518,000 0

0 0 0 0 0 0

1,569,000 1,471,000 1,396,000 1,325,000 1,259,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

1,570,000 1,471,000 1,397,000 1,326,000 1,259,000 0

3,139,000 2,895,000 2,793,000 2,635,000 0 0

2,871,273 2,385,195 2,063,479 2,278,821 0 0

0 0 0 0 0 0

1,435,000 1,192,000 1,031,000 1,139,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

1,436,273 1,193,195 1,032,479 1,139,821 0 0

91.5% 82.4% 73.9% 86.5% 0.0% 0.0%

1.01 1.06 1.06 0.90

7,758,440 8,323,300 8,513,872 6,964,682

0 0 0 0

0 0 0 0

73,369 70,707 96,611 58,412

10,703,082 10,779,202 10,673,962 9,301,915 0 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

飼い主のいない猫対策事業

- 3 -

R 2年度 R 3年度R 2年度 R 3年度

1 01 20 05 20 0804500 飼い主のいない猫対策事業費 252,000 209,928 239,000

2 01 20 05 20 0806000 補助金　ねこ去勢不妊手術費 2,399,000 2,068,893 2,279,000

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 2,651,000 2,278,821 2,518,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和３年９月

令和 2年度

- 1 -

公衆トイレ維持管理事業 20300700

西府駅北公衆トイレ及び府中駅西公衆トイレ（だれでもトイレ）の維持管理に関すること

3 生活環境の保全

30 まちの環境美化の推進

その他の事務事業  〜

生活環境部 環境政策課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

西府駅並びに周辺施設利用者及び周辺住民、府中駅並びに周辺施設利用者及び周辺住民

機械警備及び清掃を委託にて実施する。また、トイレ施設の維持管理について行い、適正な利用の呼び掛けを実施する。

府中市が設置管理している西府駅北公衆トイレ及び府中駅西公衆トイレ（だれでもトイレ）について管理する必要がある。

不特定の利用者が使用する公衆トイレの清掃、警備を行うことで、駅周辺の美化等を確保し、地域住民や駅利用者の安全で快適な
生活環境を維持する。

H31年度実績（Do） H31年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼委託により機械警備及び清掃を実施（西府駅北公衆トイレ、府中駅西だ
れでもトイレ）
▼委託により警備巡回を実施（府中駅西公衆トイレ）

利用者が気持ちよく利用できるよう、管理業務により衛生的な環境の維持
を図った。

□ □ □ H31年度評価に基づく見直し（Action）

R 2年度の方向性（Plan）R 2年度の具体的な取組（Plan）

引き続き、管理業務を実施していく。▼委託により機械警備及び清掃を実施（西府駅北公衆トイレ、府中駅西だ
れでもトイレ）
▼委託により警備巡回を実施（府中駅西だれでもトイレ）

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼委託により機械警備及び清掃を実施（西府駅北公衆トイレ、府中駅西だ
れでもトイレ）
▼委託により警備巡回を実施（府中駅西公衆トイレ）

利用者が気持ちよく利用できるよう、管理業務により衛生的な環境の維持
を図った。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

引き続き、管理業務を実施していく。▼委託により機械警備及び清掃を実施（西府駅北公衆トイレ、府中駅西だ
れでもトイレ）
▼委託により警備巡回を実施（府中駅西だれでもトイレ）

令和 4年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

警備・清掃について適切であるため継続していく。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

公衆トイレ維持管理事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

①
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

数値の比較や推移で評価すること
がなじまないため、特に指標の設
定は行わない。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

▼清掃作業により施設内を清潔に保ち、機械警備及び警備巡回により施設の安全管理に努めた。
▼平成25年度に西府駅北公衆トイレにおいて不正使用による破損が発生したが、適正使用を呼び掛ける掲示物の掲出及び府中警察署に重点的な巡回
を依頼したことにより、その後再発はない。

今後の課題・展開
▼西府駅北公衆トイレについては経年劣化による設備の故障が想定されるため、不具合の早期発見と対応に努める。
▼平成31年度に府中駅西だれでもトイレにおいて、故意による施設の破損があったため、府中警察署と連携し重点的な巡回を依頼するとともに、掲
示物による注意喚起を行う。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

市の管理施設であるため市が実施する。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

3,234,000 11,215,000 8,844,000 9,494,000 9,596,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

3,234,000 11,215,000 8,844,000 9,494,000 9,596,000 0

3,274,000 11,215,000 8,844,000 9,494,000 0 0

2,986,103 8,128,943 8,371,271 8,288,476 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

2,986,103 8,128,943 8,371,271 8,288,476 0 0

91.2% 72.5% 94.7% 87.3% 0.0% 0.0%

0.46 0.51 0.51 0.50

3,533,547 4,004,607 4,096,297 3,869,268

0 0 0 0

0 0 0 0

33,415 34,019 46,483 32,450

6,553,065 12,167,569 12,514,051 12,190,194 0 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

公衆トイレ維持管理事業

- 3 -

R 2年度 R 3年度R 2年度 R 3年度

1 01 20 05 20 0804900 負担金　府中駅西公衆トイレ管理費 2,422,000 2,081,562 2,416,000

2 01 20 05 20 0804950 公衆トイレ管理費　管理委託料 5,388,000 5,147,472 5,589,000

3 01 20 05 20 0804955 公衆トイレ管理費　光熱水費 1,205,000 1,054,798 1,143,000

4 01 20 05 20 0804960 公衆トイレ管理費　諸経費 479,000 4,644 448,000

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 9,494,000 8,288,476 9,596,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和３年９月

令和 2年度

- 1 -

公害防止指導対策事業 20310100

苦情処理、大気常時監視、騒音・振動測定などの公害防止指導対策

3 生活環境の保全

31 公害対策の推進

主要な事務事業 昭和46年度 〜

生活環境部 環境政策課

法定事業・任意事業混在

市に事業の一部を見直す裁量あり

騒音規制法、振動規制法、大気汚染防止法、悪臭防止法、水質汚濁防止法、東京都環境確保条例

府中市環境基本計画

市民及び事業者、東京都市環境・公害事務連絡協議会

▼苦情処理対応
▼騒音・振動測定
▼交通量調査
▼水質分析及び地下水調査分析
▼大気測定
▼東京都市環境・公害事務連絡協議会定例協議会、研修会への参加

自動車公害、水質汚濁、騒音や振動などの都市・生活型公害が顕在化しており、近隣騒音などの問題や交通問題などの生活環境の
改善が求められている。

騒音、振動、悪臭、大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、地盤沈下の、いわゆる典型７公害の監視体制を継続するとともに、事業者に
対し指導、助言等を行うことにより、公害の発生を防止する。

H31年度実績（Do） H31年度評価（Check） B　現状のまま継続

・苦情処理対応　１２９件
・騒音・振動・交通量調査　１２か所
・大気測定　測定局２か所、測定車７か所（各１月）
・放射線量測定　土壌５検体、地下水１２検体

苦情処理については、迅速な初期対応に努めた。
測定・調査については、当初計画に基づく測定等を実施した。

□ □ □ H31年度評価に基づく見直し（Action）

R 2年度の方向性（Plan）R 2年度の具体的な取組（Plan）

苦情処理については、過去の事例を研究するとともに、都内２６市、東京
都との連携を図り、継続して事業を取り組む。

苦情処理対応、騒音・振動測定・交通量調査、大気測定、放射線量測定を
実施する。

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） B　現状のまま継続

・苦情処理対応　１６３件
・騒音・振動・交通量調査　１２か所
・大気測定　測定局２か所、測定車７か所（各１月）
・放射線量測定　土壌５検体、地下水１２検体

苦情処理については、迅速な初期対応に努めた。
測定・調査については、当初計画に基づく測定等を実施した。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

苦情処理については、過去の事例を研究するとともに、都内２６市、東京
都との連携を図り、継続して事業を取り組む。

苦情処理対応、騒音・振動測定・交通量調査、大気測定、放射線量測定を
実施する。

令和 4年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

各種測定においては機器の老朽化等を勘案しながら、確実な
調査及び機器の適正な管理・更新を行っていく。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

公害防止指導対策事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

① 市民１，０００人当たりの
公害苦情件数

0.39

件

0.32 0.31 0.3 0.29 0.29

- - - - 令和 3年度

0.39 0.49 0.62 - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

年度により苦情受付件数に増減が
あるが、比較的規模の大きな工場
等からの発生は減少しており、小
規模事業所や家庭からの発生が増
加している。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

国や都などの関係機関と連携し、取組みや対応を進め、市としても、市内の監視やパトロールを行った。市民への不安解消のために、現状を年一回
、「府中の環境」で公表した。
東京都市環境・公害事務連絡協議会は、都市環境・公害に関して、定例会を開催し、事業の円滑な運営を期する機会を設けている。必要と認められ
る事柄を調査・研究等を行うともに、関係諸機関との連絡調整を図ることにより、事業の円滑な運営が出来ている。
環境問題の変化に伴い改正される法や制度の正しい理解や事例研究は不可欠であり、それらの情報収集の場となっている。
平成３０年度は、大気測定局の精査を行い４か所から２か所に減らした。

これからの公害問題は、人の感覚的や心理的な要素による部分も大きく、法律や条例に照らし合わせて対応するだけで問題を解決することは困難な
事例が多くなっていることから、当事者間での十分な話し合いが必要である。近隣関係の希薄化から苦情に発展することが多く、コミュニティの形
成・活性化等が求められる。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

苦情処理や一部測定は東京都から権限移譲されている他、緊急事態の対応
のために、日ごろからより多くのデータ収集と分析が必要となる。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

16,465,000 14,924,000 15,099,000 14,071,000 15,419,000 0

0 0 0 0 0 0

4,016,000 3,192,000 3,127,000 4,054,000 3,984,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

12,449,000 11,732,000 11,972,000 10,017,000 11,435,000 0

16,405,000 14,920,000 15,605,000 14,071,000 0 0

15,546,868 13,732,513 14,802,810 13,115,720 0 0

0 0 0 0 0 0

3,980,000 3,102,000 3,127,000 3,106,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

11,566,868 10,630,513 11,675,810 10,009,720 0 0

94.8% 92.0% 94.9% 93.2% 0.0% 0.0%

1.71 1.71 1.61 1.50

13,135,577 13,427,211 12,931,448 11,607,804

1 1 1 1

3,120,400 3,114,801 3,090,923 3,174,598

196,870 180,779 237,894 162,257

31,999,715 30,455,304 31,063,075 28,060,379 0 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

公害防止指導対策事業

- 3 -

R 2年度 R 3年度R 2年度 R 3年度

1 01 20 05 25 0808000 公害防止指導対策費 14,068,000 13,112,720 15,418,000

2 01 20 05 25 0815000 負担金　東京都市環境・公害事務連絡協議会 3,000 3,000 1,000

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 14,071,000 13,115,720 15,419,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和３年９月

令和 2年度

- 1 -

環境衛生分析調査事業 20310200

大気や水質、地下水、土壌汚染、放射性物質などの汚染状況の調査及び汚染防止対策

3 生活環境の保全

31 公害対策の推進

主要な事務事業 昭和46年度 〜

生活環境部 環境政策課

法定事業・任意事業混在

市に事業の一部を見直す裁量あり

大気汚染防止法、ダイオキシン類対策特別措置法、東京都環境確保条例

府中市環境基本計画

市内

▼水質分析調査委託
▼大気臭気分析調査委託
▼旧武蔵台２号水源井水質・大気分析調査委託
▼ダイオキシン類調査委託（年１回３か所）
▼土壌、プール水、地下水の放射性物質測定
▼測定機器の更新

自動車公害、水質汚濁、騒音や振動などの都市・生活型公害が顕在化しており、近隣騒音などの問題や交通問題などの生活環境の
改善が求められている。また、放射性物質など新たな環境問題への対応が課題となっている。

騒音、振動、悪臭、大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、地盤沈下の、いわゆる典型７公害の監視体制を継続するとともに、新たな環
境問題への対応を図り、快適に過ごせる環境を保全する。

H31年度実績（Do） H31年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼水質汚染調査
・多摩川　２か所、月１回
・用排水路　６か所、月１回
・湧水調査　２か所、西府年２回、お瀧月１回
・地下水監視　１か所、月１回
▼ダイオキシン類調査委託　３か所、年１回

当初計画に基づく測定等を実施した。

□ □ □ H31年度評価に基づく見直し（Action）

R 2年度の方向性（Plan）R 2年度の具体的な取組（Plan）

測定項目の変更等、法令の改正に注視し、継続して事業に取り組む。水質分析調査、旧武蔵台２号水源井水質調査、ダイオキシン類調査、測定
機器の更新を実施する。

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼水質汚染調査
・多摩川　２か所、月１回
・用排水路　６か所、月１回
・湧水調査　２か所、西府年２回、お瀧月１回
・地下水監視　１か所、月１回
▼ダイオキシン類調査委託　３か所、年１回

当初計画に基づく測定等を実施した。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

測定項目の変更等、法令の改正に注視し、継続して事業に取り組む。水質分析調査、旧武蔵台２号水源井水質調査、ダイオキシン類調査、測定
機器の更新を実施する。

令和 4年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

市民の安全及び快適な生活環境の保全に欠かせない事業であ
り、今後も適正な調査を図っていく必要がある。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

環境衛生分析調査事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

①
騒音・大気汚染などの公害
に悩まされている市民の割
合

15.1

％

13.1 12.7 12.3 11.9 11.9

- - - - 令和 3年度

13.2 11.8 11.3 - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

実績値は「そう思う」「まあそう
思う」の合計であるが、「そう思
う」は年度による変動はあるもの
の３％台であり、低い数値を維持
できていると思われる。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

多摩川の水質調査については、水質改善を目的に、昭和５０年から多摩川流域の１７市２区で合同調査を実施し、昭和５９年からは、それらの市区
で多摩川水系水質監視連絡協議会を組織し、６月と１１月の合同調査や情報交換を行っている。合同調査の結果として、生活排水が主な原因といわ
れるＢＯＤは、汚濁のひどかった昭和５０年台は高い値を示していたが、徐々に改善していることがわかっている。その後、生活様式の変化による
水の使用量の増加、都市化による雨水浸透面積の減少などにより、水質の改善は横ばいとなっている。
東日本大震災における原子力発電所の事故に伴う放射性物質について、空間放射線量、土壌放射性物質、プール水・地下水放射性物質などの測定を
実施した。空間放射線量測定器を私立小学校・幼稚園・保育園、市民などに貸出しした。プール水の測定は平成２６年度で終了した。空間放射線量
の測定は小学校２２校での毎日測定を、平成２７年度から１校週１回とした。土壌の測定は３１か所を、平成２８年度から５か所とした。

測定結果の公表方法の検討が必要である。また、測定項目については、法令の改正に注視する。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

国や都が率先して広域的に行うべき事業であるが、市民の安全・安心を守
る立場から、測定が必要である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

3,080,000 18,134,000 7,186,000 6,438,000 3,241,000 0

0 0 0 0 0 0

280,000 1,132,000 1,134,000 1,490,000 273,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 2,000,000 0 0 0

2,800,000 17,002,000 4,052,000 4,948,000 2,968,000 0

3,080,000 18,134,000 7,186,000 6,438,000 0 0

2,557,062 17,201,862 4,943,452 4,988,610 0 0

0 0 0 0 0 0

283,000 1,132,000 1,134,000 1,131,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 100,000 1,200,000 0 0 0

2,274,062 15,969,862 2,609,452 3,857,610 0 0

83.0% 94.9% 68.8% 77.5% 0.0% 0.0%

0.51 0.51 0.41 0.30

3,917,628 4,004,607 3,293,102 2,321,561

0 0 0 0

0 0 0 0

37,047 34,019 37,368 19,470

6,511,737 21,240,488 8,273,922 7,329,641 0 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

環境衛生分析調査事業

- 3 -

R 2年度 R 3年度R 2年度 R 3年度

1 01 20 05 25 0809000 各種分析調査費 2,814,000 2,142,910 2,715,000

2 01 20 05 25 0809500 放射線量測定等事業費 555,000 436,700 526,000

3 01 20 05 25 0814000 公害測定機器整備費 3,069,000 2,409,000

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 6,438,000 4,988,610 3,241,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和３年９月

令和 2年度

- 1 -

府中の森市民聖苑管理運営事業 20320100

市民が安心して葬儀等行なえる市民斎場を管理運営する事業

3 生活環境の保全

32 斎場・墓地の管理運営

主要な事務事業 平成 8年度 〜

生活環境部 環境政策課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

府中市立府中の森市民聖苑条例

市民墓地の管理運営事業

死亡者が死亡時に府中市の住民記録に登録されているか、死亡者の喪主が府中市に住民記録を登録されかつ死亡者と２親等以内の
親族であること。

施設は、式場棟、火葬棟、法要棟等からなり、利用者が通夜・告別室及び火葬並びに法要を行なえる場所を提供し、料理等必要な
サービスを提供する事業。
式場は４式場（１５０席・９０席・９０席・５０席）、火葬炉６基、法要室４室（洋間２室・和室２室）、霊安室２室計９体受入
可。待合室５室、売店、厨房等あり。

市民の将来ニーズを踏まえ、府中基地跡地利用計画で斎場の整備を位置付けたことによる。

周辺環境との調和を図り、荘厳な佇まいのもとで、利用者が安心して葬儀等を行なえること。

H31年度実績（Do） H31年度評価（Check） B　現状のまま継続

　火葬炉内のアーチ、ブロック、煙道等の設備修繕や、棺台車１台の交換
、遺体保冷庫１基の買い替え、冷暖房機能を維持するための冷温水機気密
箇所分解熱交換器の腐食部分を修繕するなど、施設の維持及び老朽化対策
に努めた。

　施設の老朽化が進む中で、利用者が安心して葬儀等を行えるよう、施設
や設備の日常点検、修繕、更新等を行いながら、施設の維持管理及び運営
に努めるとともに、火葬件数の増加や葬儀等の多様化にも柔軟に対応した
安定的な施設運営を行うことができた。

□ □ □ H31年度評価に基づく見直し（Action）

R 2年度の方向性（Plan）R 2年度の具体的な取組（Plan）

　施設の老朽化が進む中で、利用者が安心して葬儀等を行えるよう、施設
や設備の日常点検、修繕、更新等を行いながら、施設の維持管理及び運営
に努めるとともに、火葬件数の増加や葬儀等の多様化、利用者ニーズの変
化等にも柔軟に対応した将来的にわたって安定的な施設運営を行うことが
できるよう、引き続き検討する。

　火葬炉内の台車ブロック交換及び再燃炉設備の修繕、空調機器の交換修
繕、防災監視盤の交換修繕、祭壇の交換修繕等を行うなど、施設の維持管
理及び老朽化対策に取り組む。

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） B　現状のまま継続

　火葬炉内の台車ブロック交換及び再燃炉設備の修繕、空調機器の交換修
繕、防災監視盤の交換修繕、祭壇の交換修繕等を行うなど、施設の維持管
理及び老朽化対策に努めた。

　施設の老朽化が進む中で、利用者が安心して葬儀等を行えるよう、施設
や設備の日常点検、修繕、更新等を行いながら、施設の維持管理及び運営
に努めるとともに、新型コロナウィルスの影響を大きく受ける中で、葬儀
や火葬等の多様化、簡素化などの利用者ニーズの変化等にも柔軟に対応し
た安定的な施設運営を行うことができた。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

　施設の老朽化が進む中で、利用者が安心して葬儀等を行えるよう、施設
や設備の日常点検、修繕、更新等を行いながら、施設の維持管理及び運営
に努めるとともに、新型コロナウィルスの影響等による葬儀や火葬等の多
様化、簡素化などの利用者ニーズの変化等を踏まえ、将来にわたって定的
な施設運営を行うことができるよう、引き続き検討する。

　火葬炉内の台車ブロック交換及び主燃炉設備の修繕、祭壇の交換修繕等
を行うなど、施設の維持管理及び老朽化対策に取り組む。

令和 4年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

3

　当施設は、市内で葬式から火葬、法要等の一連の行事が行
える市民専用の唯一無二の施設であり、施設を適切に維持管
理するとともに、将来にわたり市民ニーズに対応した安定的
・効率的な運営に努める。また、築３０年を迎える令和８年
度には大規模改修を予定していることから、それに合わせて
利用者ニーズの変化に応じた施設配置や施設運営などについ
て様々な視点から検討を行う必要がある。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

府中の森市民聖苑管理運営事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

① 斎場平均待ち日数
-

日

2 2 2 1.9 1.9

- - - - 令和 3年度

2.6 2.4 2.9 - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

待ち日数を少なくするため友引日
も営業しているが、休館日や連休
が重なる等の時期、季節によって
は最大待ち日数が伸びている。し
かし、近年は葬儀の簡素化傾向に
より、待ち日数が微減傾向にある
が、令和２年度においてはエアコ
ンの更新工事の実施に伴う式場の
貸出を一時的に順次中止したため
に待ち日数が増加した。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

　斎場の運営については、通夜・告別式の待ち日数を減少させ効率的に運営するため、平成２０年度に第４式場を開設するとともに友引の日の営業
も開始し、平成２０年度には火葬炉２基を増設した。
　その後、火葬炉の内部煉瓦の改修工事、長期修繕計画準備調査の結果を踏まえた施設・設備の点検、マグメディアの電光掲示板改修、火葬炉制御
設備等の改修、中央監視装置の改修、照明制御主操作盤取替、屋上防水修繕、屋上塗装改修工事、祭壇（宮型）洗浄等、法要和室の椅子席化、内壁
改修工事、駐車場料金の改定に伴う精算機の改修、全館空調設備の修繕などを行い、施設の安定的な運営に努めた。
　また、令和２年度には各部屋に設置してある個別空調機の更新工事、全館空調設備の修繕、自動火災報知設備の交換修繕、第３式場祭壇の更新を
行った。

　当施設は平成８年度に開苑して以来２５年が経過し、施設の老朽化が進み修繕が多数生じる状況下にある中で、施設・設備の劣化対策として点検
等を強化し施設改修や設備更新に努めているが、今後、築３０年を迎える令和８年度に予定している大規模な施設改修や、設備の更新が不可欠であ
り、多額の経費が見込まれることから、計画的かつ財政の平準化を図りながら、施設の安定的運営に努める必要がある。
　また、火葬件数が増加傾向にある一方、葬儀等に対する実施形態の変化や多様化・簡素化の動向を踏まえ、将来を見据えた利用者ニーズに対応し
た効率的かつ柔軟な施設運営について検討する必要がある。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

市が実施する必要がある施設となっている。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 1

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 2

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 3

240,995,000 215,482,000 210,511,000 306,821,000 217,697,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

80,066,000 79,072,000 85,431,000 163,751,000 71,269,000 0

160,929,000 136,410,000 125,080,000 143,070,000 146,428,000 0

240,995,000 222,739,000 210,519,000 306,821,000 0 0

237,985,982 220,238,110 207,520,576 282,823,617 0 0

0 0 0 0 0 0

26,900,000 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

76,801,367 80,500,599 76,264,643 114,783,079 0 0

134,284,615 139,737,511 131,255,933 168,040,538 0 0

98.8% 98.9% 98.6% 92.2% 0.0% 0.0%

6.27 6.27 6.27 6.15

48,163,782 49,233,106 50,360,358 47,591,996

0 0 0 0

0 0 0 0

1,066,157 1,776,417 1,411,516 399,167

287,215,921 271,247,633 259,292,450 330,814,780 0 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

府中の森市民聖苑管理運営事業

- 3 -

R 2年度 R 3年度R 2年度 R 3年度

1 01 20 05 35 0831000 府中の森市民聖苑管理運営費　業務運営委託料 43,446,000 43,445,600 43,446,000

2 01 20 05 35 0832000 府中の森市民聖苑管理運営費　管理委託料 88,243,000 87,228,763 91,356,000

3 01 20 05 35 0833000 府中の森市民聖苑管理運営費　光熱水費及び燃料費 58,695,000 47,697,991 58,692,000

4 01 20 05 35 0834000 府中の森市民聖苑管理運営費　諸経費 15,037,000 13,337,163 12,103,000

5 01 20 05 35 0840000 府中の森市民聖苑整備事業費　空気調和設備改修工事
費

81,000,000 71,060,000

6 01 20 05 35 0840500 府中の森市民聖苑整備事業費　苑内設備改修工事費 20,400,000 20,054,100 12,100,000

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 306,821,000 282,823,617 217,697,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和３年９月

令和 2年度

- 1 -

市民墓地管理運営事業 20320200

墓地の管理運営

3 生活環境の保全

32 斎場・墓地の管理運営

主要な事務事業 平成12年度 〜

生活環境部 環境政策課

法定事業・任意事業混在

市に事業の一部を見直す裁量あり

墓地、埋葬等に関する法律、稲城・府中墓苑組合規約、稲城・府中墓苑組合の運営等に関する協定書

府中の森市民聖苑管理運営事業

墓地の使用を希望する市民

稲城市と共同して両市民のための墓地を整備するため、平成24年度に稲城・府中墓苑組合を設立し、同組合を主体として墓地の整
備及び管理運営を行う。
【施設全体の概要】
芝生墓地：2,955基、普通墓地：353基、合葬式墓地：5,036体、樹林式墓地：約1,500体
メモリアルホール（式場２室、洋室４室、控室、休憩室、売店、事務室　ほか）

近隣の都立霊園の応募倍率が10倍を越えるなど、公営墓地を求める市民の声は強く、市でも第１次総合計画から検討課題とされて
いた事業である。

近隣の周辺環境と調和した墓地を整備し、市民の墓地需要に応える。

H31年度実績（Do） H31年度評価（Check） B　現状のまま継続

組合が実施する公営　稲城・府中メモリアルパークの墓地の募集等に係る
情報を広報ふちゅうや府中市ホームページに掲載するとともに、パンフレ
ット配布の協力などを行い、市民への周知活動の支援を行う。また、市民
から寄せられる意見、要望等について、稲城・府中墓苑組合組織団体運営
協議会において情報提供し、必要に応じて要望・協議を行った。

府中市、稲城市、組合で構成する稲城・府中墓苑組合団体運営協議会にお
いて、公営　稲城・府中メモリアルパークの管理運営事項、墓地の供給計
画の協議・検討を行い、墓地の供給計画の着実な推進による安定的な財政
運営及び管理運営が図られるよう、組織団体として積極的に協力・支援を
行った。

□ □ □ H31年度評価に基づく見直し（Action）

R 2年度の方向性（Plan）R 2年度の具体的な取組（Plan）

組合の墓地の供給計画の着実な推進による安定的な財政運営及び管理運営
が図られるよう、組織団体として積極的に協力・支援を行っていく。

組合が実施する公営　稲城・府中メモリアルパークの墓地の募集等に係る
情報を広報ふちゅうや府中市ホームページに掲載するとともに、パンフレ
ット配布の協力などを行い、市民への周知活動の支援を行う。また、市民
から寄せられる意見、要望等について、稲城・府中墓苑組合組織団体運営
協議会において情報提供し、必要に応じて要望・協議を行う。

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） B　現状のまま継続

組合が実施する公営　稲城・府中メモリアルパークの募集等に係る情報を
広報ふちゅうや府中市ホームページに掲載するとともに、パンフレット配
布の協力などを行い、市民への周知活動の支援を行った。また、市民から
寄せられる意見、要望等について、稲城・府中墓苑組合組織団体運営協議
会において情報提供し、必要に応じて要望・協議を行った。

府中市、稲城市、組合で構成する稲城・府中墓苑組合団体運営協議会にお
いて、公営　稲城・府中メモリアルパークの管理運営事項、墓地の供給計
画の協議・検討を行い、墓地の供給計画の着実な推進による安定的な財政
運営及び管理・運営が図られるよう、組織団体として積極的に協力・支援
を行った。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

組合の墓地の供給計画の着実な推進による安定的な財政運営及び管理・運
営が図られるよう、組織団体として、協議を行い、積極的に協力・支援を
行っていく。

組合が実施する公営　稲城・府中メモリアルパークの墓地の募集等に係る
情報を広報ふちゅうや府中市ホームページに掲載するとともに、パンフレ
ット配布の協力などを行い、市民への周知活動の支援を行う。また、市民
から寄せられる意見、要望等について、稲城・府中墓苑組合組織団体運営
協議会において情報提供し、必要に応じて要望・協議を行う。

令和 4年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

組合の墓地の供給計画の着実な推進による安定的な財政運営
及び管理・運営が図られるよう、組織団体として、協力・支
援を行っていく。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

市民墓地管理運営事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

① 平面墓地（芝生墓地・普通
墓地）の供給状況

-

％

63 75.4 87.8 100 100

- - - - 令和 3年度

48.7 55.7 61.6 - -

② 集合墓地（合葬式墓地・樹
林式墓地）の供給状況

-

％

27.8 35.8 40.9 46 100

27.5 35 42.5 50 令和17年度

25.5 31.9 37.9 - -

世代間公平の観点から墓地の供給
期間を平面墓地（芝生・普通墓地
）は７年間、集合墓地（合葬式・
樹林式墓地）は21年間と計画して
いる。
平成27年度に墓地募集を開始して
から堅調に供給されていたが、平
成29年度は芝生墓地と合葬式墓地
が募集数に満たなかったことと樹
林式墓地の申込みが多かったこと
から、墓地の供給計画の一部を見
直した。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

稲城市と共同して平成24年５月に稲城・府中墓苑組合を設立した。その後、同組合を事業主体として、平成25年３月に稲城市の南山東部土地区画整
理事業地内に墓苑用地を取得後、造成工事を平成25年12月に、メモリアルホール・合葬式墓地等建設工事及び墓苑苑内整備（その１）工事を平成2
7年３月に完了し、同年８月の墓苑苑内整備（その２）工事の完了をもって、すべての整備工事が完了した。
また、組合と両市で構成する稲城・府中墓苑組合組織団体運営協議会において、平成27年中の墓苑の開設に向けて、管理運営事項、墓地の供給計画
等の検討を重ね、平成27年度に府中市が関わる初の公営墓地を市民に供給することができた。

稲城・府中墓苑組合が事業の実施主体であるが、施設の供用開始後の安定した財政運営及び管理運営を実現するため、引き続き当該組合と組織団体
である府中市及び稲城市の３者で緊密に連携・協議を行っていく。
世代間公平の視点から墓地の供給期間は長いことが望ましく計画的に供給するものとするが、一方で、受益者負担事業であることの性質上、組合の
健全的かつ円滑な経営を図る必要があり、応募の状況や実際の需要と大きな乖離がある場合は必要に応じて見直すものとする。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

厚生省の通達において市町村が実施すべき事業とされている。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 3

11,251,000 13,071,000 11,813,000 11,751,000 13,498,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

11,251,000 13,071,000 11,813,000 11,751,000 13,498,000 0

11,251,000 13,071,000 11,813,000 11,751,000 0 0

11,251,000 13,071,000 11,813,000 11,751,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

11,251,000 13,071,000 11,813,000 11,751,000 0 0

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

0.18 0.19 0.19 0.20

1,382,692 1,491,912 1,526,071 1,547,707

0 0 0 0

0 0 0 0

30,607 53,830 42,772 12,980

12,664,299 14,616,742 13,381,843 13,311,687 0 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

市民墓地管理運営事業

- 3 -

R 2年度 R 3年度R 2年度 R 3年度

1 01 20 05 20 0150535 負担金　稲城・府中墓苑組合 11,751,000 11,751,000 13,498,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 11,751,000 11,751,000 13,498,000


